
資料 2-7  

「堺市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画 

(令和６(2024)～令和８(2026)年度)」の策定について 

１ 計画の策定 

高齢者保健福祉計画と介護保険事業計画は、老人福祉法第２０条の８第７項及び介護保険法第１

１７条第６項の規定により一体のものとして策定します。また、計画の策定にあたっては、堺市基

本計画 2025を最上位計画、堺市 SDGs未来都市計画を上位計画、地域福祉計画を基盤計画とし、健

康増進計画など関連分野の計画と調和を図るとともに、大阪府が策定する介護保険事業支援計画及

び医療計画とも整合性のとれた計画とします。 

 

(1) 計画期間 

     令和６(2024)～令和８(2026)年度の３か年計画。この計画に基づき、３か年の第１号被保

険者（６５歳以上高齢者）の介護保険料の水準を決定します。 

    （参考）第７期（平成３０～令和２年度） 保険料基準月額 ６，６２３円 

第８期（令和３～５年度）       保険料基準月額 ６，７９０円 

H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

   

 

(2) スケジュール 

     令和 5 年 7 月～9 月   第９期計画における主な施策展開の方向性の検討 

10 月～12 月  計画素案検討･作成、計画素案完成、サービス見込量及び 

保険料の概算推計 

     令和 6 年 1 月      パブリックコメント実施 

     令和 6 年 3 月      計画策定、介護保険料の改定（介護保険条例の改正） 

R5                                                            R6 

6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 

 

 

 

 

 

 

 

 

①分科会        ②分科会 ③分科会                     ④分科会 

      （7/14）           （10/13） （11/17）                     （3/22） 

第
９
期
計
画
に
お
け
る 

主
な
施
策
展
開
の 

方
向
性
の
検
討 

●
保
険
料
改
定 

●
計
画
策
定 

計
画
最
終
案
の
取
り
ま
と
め 

計
画
素
案
の
検
討･

作
成 

計
画
素
案
の
完
成 

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
実
施 

サ
ー
ビ
ス
見
込
量
及
び 

保
険
料
の
概
算
推
計 

第７期計画 

第９期計画 

現行計画 

第８期計画 



2 

２ 国の動向等 

 

(1) 国の介護保険制度改革の動き 

① 近年の状況・課題 

 現行の第８期計画では、“地域共生社会の実現”と“2040 年への備え”という観点から、

「介護予防・健康づくりの推進（健康寿命の延伸）」、「「共生」・「予防」を両輪とする認知

症施策の総合的推進」、「地域包括ケアシステムの推進」、「介護現場の革新（人材確保・生

産性の向上）」、「保険者機能の強化」、「データ利活用のための ICT基盤整備」「制度の持続

可能性の確保」が計画の柱として位置づけられました。 

 第９期計画期間（2024年度〜2026 年度）の中間年度に、これまで「地域包括ケアシステ

ムの推進」が目途としていた、団塊世代の全員が 75歳以上の後期高齢者となる 2025年を

迎えることになります。また、2040年になると団塊ジュニア世代が 65歳以上の前期高齢

者となり、現役世代が急減して社会保障を支える担い手不足が深刻になることに加え、85

歳以上人口の急速な増加により、要介護認定率の高まりや認知症高齢者の一層の増加が

見込まれます。 

② 介護保険制度の見直し 

 令和 4年 12月 20日、社会保障審議会介護保険部会において、「地域包括ケアシステムの

深化・推進」及び「介護現場の生産性向上の推進、制度の持続可能性の確保」といった介

護保険制度の見直しに関する意見が取りまとめられました。 

 

(2) 国の第９期介護保険事業計画策定にかかる「基本指針」について 

①基本指針とは 

・介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針 

・３年を一期とする都道府県・市町村介護保険事業計画作成のガイドラインの役割 

 （計画の「基本的記載事項」や「任意記載事項」を示す。） 

・令和 5年 7月中に「基本指針（案）」が提示される予定。 

 

②基本指針が定めること 

・サービスを提供する体制の確保、地域支援事業の実施に関する基本的事項 

・サービスの種類ごとの量の見込みとそれを定めるにあたって参酌すべき標準 

・その他計画の作成に関する事項 

・その他介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するために必要な事項 
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③第９期介護保険事業計画の基本指針のポイント（令和 5年 2月時点） 

・国から下記の「第９期介護保険事業計画の基本指針のポイント（案）」において、中長期的な

地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を踏まえて介護サービス基盤を整備するなど「基本

的考え方」が提示されています。 

令和 5年 2月 27日：社会保障審議会 (介護保険部会)より 
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④第９期介護保険事業計画において記載を充実する事項（案） 

・第９期の基本指針の策定に向けては、「第９期計画において記載を充実する事項（案）」が検

討されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 5年 2月 27日：社会保障審議会 (介護保険部会)より 

 

３ 堺市の高齢者人口等の現状 

人口 819,346人  － 

65歳以上人口 231,997人  高齢化率 28.3% 

 うち 75歳以上人口 132,353人  後期高齢化率 16.2% 

要介護等認定者数（１号のみ）※ 57,985人  認定率 25.0% 

（堺市統計、介護保険事業状況報告）              令和 5(2023)年 3月末時点 

※（参考）認知症高齢者数 27,349人（令和 4(2022)年 9月末時点）（第 8期計画の将来推計値） 
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＜参考＞ 第８期計画（現行計画）における堺市の基本理念と計画目標 

 

(1) 基本理念 

     高齢者がすこやかに毎日を過ごし、何らかの支援が必要になったときも自分らしさを大切に、

住み慣れた地域で支え合い、安心して心豊かに暮らし続けることができるよう、 

 

 

 

    を基本理念として、計画の実現に取り組む。 

 

(2) 計画目標 

     本計画は、前項の基本理念に基づき、以下の三つの視点を計画の目標に掲げています。 

    ① 安心で心豊かに暮らし続けられる 

      高齢者が、介護が必要な状態になっても、安心して、できる限り住み慣れた地域において、

自らの意思に基づき自立した質の高い生活を送れるよう、また、家族が過重な介護負担を強

いられることのないよう、地域に根差した地域包括ケアシステムの推進を図ります。 

    ② すこやかに暮らし続けられる 

      住み慣れた地域での生活を続けられるよう、高齢者が個々に健康増進や介護予防などに主

体的に取り組めるような支援を一層充実し、高齢期を迎えてもできる限り要介護状態になる

ことなく、すこやかな生活が維持できるような取組を進めます。 

    ③ 支え合い暮らし続けられる 

      地域での支え合い活動やＮＰＯ活動、ボランティア活動などを推進し、高齢者の生涯学習

やスポーツ活動、就業・就労の支援のための環境整備を充実します。 

 

(3) KGI（Key Goal Indicator=重要目標達成指標） 

     令和 22（2040）年には、いわゆる団塊ジュニア世代が高齢者となり、本市の高齢化率が 33％

を超えると予測される中で、社会の活力を維持・向上するためには、高齢者が生きがいを持っ

て生活し、高齢者をはじめとする意欲のある人が社会で活躍しつづけることが重要です。 

平成 28（2016）年時点における本市の健康寿命は男性 71.46 年、女性 73.60 年で、男女と

も、全国や政令指定都市平均を下回っていました。そのため、本市は、基本理念である「安心 

すこやか 支え合い 暮らし続けられる都市
ま ち

 堺」の実現に向け、市民が「すこやかに暮らし続け

られる」よう、健康寿命の延伸を KGI（重要目標達成指標）として取組を進めています。 

本市の令和 12（2030）年の目標値を男性 74.00年、女性 77.00年に設定し、それに整合する

よう令和 5（2023）年の目標値を男性 73.20年、女性 76.20年に設定しました。 

 

 

 

※ 出典：厚生労働科学研究報告書 

  

指標 現状（平成 28（2016）年） 目標（令和 5（2023）年度） 

健康寿命 
男性：71.46 年 

女性：73.60 年 

男性：73.20 年 

女性：76.20 年 

「安心 すこやか 支え合い 暮らし続けられる都市
ま ち

 堺」 
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(4) 施策体系 

 

 

 

 
安心 すこやか 支え合い 暮らし続けられる都市

ま ち

 堺 

基 本 理 念 

  

重点施策を推進する中で、各施策に ICT の活用や災害・感染症対策を横断的に取り入れます。 

1 自立支援・介護予防・ 

   健康増進の取組の推進 

2 在宅ケアの充実 

および 

 連携体制の整備 

3 介護サービス等の 

充実・強化 

4 認知症施策の推進 

5 高齢者が安心して 

  暮らし続けられる 

都市
ま ち

・住まいの 

基盤整備 

（1）介護予防の充実・推進 

（2）リハビリテーション専門職を活かした取組の推進 

（3）介護予防・生活支援サービス事業の推進 

（4）地域の通いの場の創出 

（5）生涯にわたるこころと体の健康の増進 

（6）保険者機能強化推進交付金等に係る取組 

（1）在宅医療・介護の連携強化 

（2）地域包括支援センターの運営 

（3）総合的な相談支援体制の整備 

（4）在宅生活を支援する多様なサービス基盤の充実 

（5）家族介護者等への支援の充実 

（6）市民への情報提供の充実や意識の啓発 

（1）2025・2040 年を見据えたサービス基盤、人的基盤の整備 

（2）介護サービスの質の向上 

（3）ケアマネジメントの質の向上 

（4）介護人材の確保・育成および業務の効率化 

（5）介護給付適正化事業の推進 

（6）費用負担への配慮 

（7）介護保険制度に関する啓発、情報提供、苦情相談等 

（1）認知症に関する理解の普及や啓発の推進 

（2）認知症への適切な対応と支援制度の充実 

（3）認知症家族等への支援や居場所の提供 

（4）認知症の予防と早期発見・早期対応の推進 

（1）高齢者が安心して暮らし続けられる住まいの確保 

（2）高齢者が暮らしやすい生活環境の整備 

（3）災害や感染症対策に係る体制整備と支援 

（4）高齢者等への見守り支援 

（5）権利擁護支援の充実 

（6）消費者被害防止や特殊詐欺被害防止のための取組促進 

（1）情報やきっかけの提供 

（2）地域を支える担い手の確保・育成 

（3）社会参加の機会の提供 

（4）地域における助け合い活動の推進 

6 高齢者の社会参加と 

 生きがい創出の支援 

【施策展開】 

重点施策・施策展開・KPI（重要業績評価指標） 

【重点施策】    

前期高齢者の要支援認定率 
 

【現状（令和元（2019）年度）】2.83% 
【目標（令和 5（2023）年度）】2.50％ 

 
※ 出典：厚生労働省介護保険事業状況報告 

【KPI（重要業績評価指標）】    

地域包括支援センターの援助件数 
 

【現状（令和 2（2020）年度）推計値】182,312 件 
【目標（令和  5（2023）年度）】 195,000 件 

 
※ 出典：地域包括支援センター事業報告書 

特定処遇改善加算を取得し 
介護人材の安定的な確保に努めている 

事業所の割合 
 

【現状（令和 2（2020）年 9 月）】66.09% 
【目標（令 和  5（ 2023） 年 度）】71.00% 

 
※ 出典：堺市健康福祉局調べ 

認知症サポーターの人数 
 

【現状（令和元（2019）年度）】75,032 人 
【目標（令和 5（2023）年度）】90,000 人 

 
※ 出典：地域包括支援センター事業報告書 

業務継続計画（BCP）を作成している 
介護保険施設の割合 

 
【現状（令和 2（2020）年度）】  11.11％ 
【目標（令和 5（2023）年度）】  100.00% 

 
※ 出典：堺市健康福祉局調べ 

様々な人や団体の参画により 
活性化された地域福祉活動の件数 

 
【現状（令和元（2019）年度）】180 件  
【目標（令和 5（2023）年度）】280 件 

 
※ 出典：堺市社会福祉協議会事業報告書 

   

計 画 目 標 ・ K G I （ 重 要 目 標 達 成 指 標 ） 

健康寿命 
 

【現状（平成 28（2016）年）】 
男性 71.46 年、女性 73.60 年  

【目標（令和 5（2023）年度）】 
男性 73.20 年、女性 76.20 年  

 
※ 出典：厚生労働科学研究報告書 

【KGI（重要目標達成指標）】    

 
   

【計画目標】 


